
登録基準（概要）   

登録の申請は建築物ごとで、１戸（個室）単位での登録が可能です。 

①-1 共同住宅・戸建住宅で、一住戸に台所・便所・収納設備及び浴室又はシャワー室が完備されて

いて、床面積が２５㎡以上のもの 

①-2、①-3  

共同住宅・戸建住宅で、一住戸に台所・便所・収納設備及び浴室又はシャワー室が完備されて

いて、床面積が１８㎡以上のもの（2022年3月23日以前に工事完了した住宅で、鉄道駅から概ね800

ｍ以内にある場合又はバリアフリーに配慮した場合に限る。） 

②  寄宿舎形式など台所・浴室が共同利用で、専用部分（個室）の床面積が１８㎡以上のもの 

③  一住戸に複数人が共同生活し、専用部分（個室：定員１名）の床面積が９㎡以上あり、住戸及

び共同利用設備部分全体で、１５㎡×入居者数＋１０㎡以上の面積があるもの 

※１ 名古屋市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画による登録基準の緩和を受ける住宅 

※２ 型別②、③の住宅については、建築基準法等の(寄宿舎への)用途変更手続きが必要となる場合が

あります。 

※３ ひとり親世帯向け共同居住型住宅については基準が異なりますので、P7をご確認下さい。 

 

項目 基準 

型別 

①-1 ①-2※1 ①-３※1 ②※2 ③※2 ※３ 

一般住宅 
一般住宅 

(共同居住型住宅でない) 

共同居住型住宅 

(シェアハウス) 

建物の 

形態 
共同住宅・戸建住宅 

共同住宅・戸建住宅・ 

他用途からの改造など 

設備 

規模 

設備完備 
 

住戸： 

25㎡以上 

設備完備 
 

住戸：18㎡以上 

設備完備 
 

住戸：18 ㎡以上 

設備共同利用(寄宿舎) 

 

専用部分：18㎡以上 

(個室) 

全体： 

15㎡×入居者数 

＋10㎡以上 

専用部分：9㎡以上 

(個室) 

専用 

部分 

設備 

台所、便所、収納設備、浴室 又はシャワー室 

(上記が完備) 

便所  

(以下の共同利用設備

の基準を満たす場合) 

個室内に設置要件 

なし 

共同利

用設備 
 

台所、収納設備 

(住棟内に1箇所以上) 

居間、食堂、台所、 

洗濯室又は洗濯場 

(住棟内に1箇所以上) 

浴室又はシャワー室 

(5名に1箇所以上) 

便所、洗面設備、 

浴室又はシャワー室 

(5名に1箇所以上) 

その他   

バリアフリーに

配慮 

(2022年3月23日

以前に工事完了し

たものに限る) 

鉄道駅から 

概ね 800ｍ以内 
(2022 年 3 月 23

日以前に工事完了

したものに限る) 
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登録基準（一般住宅※の場合）※３ページの表「型別①-1、①-2、①-３、②の住宅」 

項目 基準 

規模 

設備 
 

右記型別①-1、 

①-2、①-３、②の

いずれかの要件を

満たしていること 

型別 

①-1 

（１）各戸の床面積は２５m2以上であること 

（２）各戸が台所、便所、収納設備及び浴室又はシャワー室を備えたものであること 

型別 

①-2 

（１）各戸の床面積は１８m2以上であること 

（２）各戸が台所、便所、収納設備及び浴室又はシャワー室を備えたものであること 

（３）2022 年 3 月 23 日以前に工事完了した住宅であること 

（４）バリアフリーに配慮していること※ 

 ※国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則第 10 条第

1 号から第 4 号のいずれか及び当該規定に係る同規則第 5 号に適合すること 

  【第 1 号】床の段差の規定 

  【第 2 号】居住部分内の階段の規定 

  【第 3 号】主たる共用の階段の規定 

  【第 4 号】手すりの規定 

   ★詳細は住宅企画課までお問い合わせください。 

型別 

①-3  

（１）各戸の床面積は１８m2以上であること 

（２）各戸が台所、便所、収納設備及び浴室又はシャワー室を備えたものであること 

（３）2022 年 3 月 23 日以前に工事完了した住宅であること 

（４）鉄道駅から概ね 800ｍ以内にある住宅であること 

型別 

② 

（１）各戸の床面積は１８m2以上であること 

（２）原則として、各戸が台所、便所、収納設備及び浴室又はシャワー室を備えたも

のであること。 

※共用部分に共同して利用するため適切な台所、収納設備又は浴室若しくはシャワ

ー室を備えることにより、各居住部分に備える場合と同等以上の居住環境が確保

される場合にあっては、各居住部分が台所、収納設備又は浴室若しくはシャワー

室を備えたものであることを要しない。 

構造 
 

(1)(2)の要件を全て

満たしていること 

（１）消防法若しくは建築基準法又はこれらの法律に基づく命令若しくは条例の規定に違反

しないものであること 

（２）地震に対する安全性に係る建築基準法並びにこれらに基づく命令及び条例の規定に適

合するもの又はこれに準ずるものであること 

住宅確保要配

慮者の範囲 

特定の者について不当に差別的なものでないこと、入居することができる者が著しく少数と

なるものでないことその他の住宅確保要配慮者の入居を不当に制限しないものであること 

賃貸の条件 家賃の額が、近傍同種の賃貸住宅の家賃の額と均衡を失しないものであること 

その他 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方針」、「愛知県賃貸

住宅供給促進計画」及び「名古屋市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」に照らして適

切なものであること 

欠格要件 

登録を受けようとする者及び建物の転貸借が行われる場合にあっては、所有者並びに転貸人

が、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（以下「法」という。）

第１１条第１項各号に該当しないこと 
 

（参考）法第11条第１項各号 

①破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

②禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行 

 を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して2 年を経過しない者 

③第24 条第１項又は第２項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算 

して２年を経過しない者 

④暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6 号に規定する暴力団員又 

は同号に規定する暴力団員でなくなった日から5 年を経過しない者（⑧において「暴 

力団員等」という。） 

⑤心身の故障により住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業を適正に行うことができない者として国

＋ 第 5 号の規定 
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土交通省令で定めるもの 

⑥営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である

場合は、その役員を含む。）が前各号のいずれかに該当するもの 

⑦法人であって、その役員のうちに①～⑤のいずれかに該当する者があるもの 

⑧暴力団員等がその事業活動を支配する者 
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登録基準（共同居住型住宅の場合）※３ページの表「型別③の住宅」 

 

 

項目 基準 

規模 
 

(1)(2)(3)の要件を 

全て満たしてい

ること 

（１）各専用部分の床面積（収納設備が備えられている場合にあっては、当該収

納設備の床面積を含み、その他の設備が備えられている場合にあっては、当

該設備の床面積を除く。）が９㎡以上であること 

（２）各専用部分の入居者の定員を 1 人とするものであること 

（３）住宅の床面積は、15 ㎡×入居者の定員＋10 ㎡以上であること 

設備 
 

(1)(2)の要件を 

満たしているこ

と 

（１）次に掲げる設備が共用部分に備えられていること。 

イ 居間 

ロ 食堂 

ハ 台所 

二 便所 

ホ 洗面設備 

へ 浴室又はシャワー室 

ト 洗濯室又は洗濯場 

※専用部分にいずれかの設備が備えられている場合には、当該設備を共用部

分に備えることを要しない。 

※共用部分に洗濯場を備えることが困難なときは、入居者が共同で利用する

ことができる場所に備えることをもって足りるものとする。 

（２）少なくとも住宅の入居者の定員を５で除して得た数 

（１未満の端数があるときは、これを切り上げた数） に相当する人数が一度

に利用するのに必要な便所、洗面設備及び浴室若しくはシャワー室が備えら

れていること又はこれと同等以上の機能が確保されていること。 

構造 
 

(1)(2)の要件を全て 

満たしていること 

（１）消防法若しくは建築基準法又はこれらの法律に基づく命令若しくは条例の

規定に違反しないものであること 

（２）地震に対する安全性に係る建築基準法並びにこれらに基づく命令及び条例

の規定に適合するもの又はこれに準ずるものであること 

住宅確保 

要配慮者 

の範囲 

特定の者について不当に差別的なものでないこと、入居することができる者が著

しく少数となるものでないことその他の住宅確保要配慮者の入居を不当に制限

しないものであること 

賃貸の条件 家賃の額が、近傍同種の賃貸住宅の家賃の額と均衡を失しないものであること 

その他 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方針」、「愛

知県賃貸住宅供給促進計画」及び「名古屋市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進

計画」に照らして適切なものであること 

欠格要件 

登録を受けようとする者及び建物の転貸借が行われる場合にあっては、所有者並

びに転貸人が、法第１１条第１項各号に該当しないこと 
 

（参考）法第１１条第１項各号 

４ページの表中「欠格要件」の（参考）を参照してください。 
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登録基準（ひとり親世帯向け共同居住型住宅の場合） 

 

項目 基準 

規模 
 

(1)(2)(3)の要件を 

全て満たしてい

ること 

（１）各専用部分の床面積（収納設備が備えられている場合にあっては、当該収

納設備の床面積を含み、その他の設備が備えられている場合にあっては、当

該設備の床面積を除く。）が 12 ㎡以上であること 

（２）各専用部分の入居者の定員はひとり親世帯（親＋子）1 世帯とするもので

あること 

（３）住宅の床面積は 15 ㎡×ひとり親世帯向け居室以外の入居者の定員（A）

＋22 ㎡×ひとり親世帯向け居室の入居者の定員（B）＋10 ㎡以上であるこ

と（ただし、A≧１かつ B≧１もしくは A＝０かつ B≧２であること） 

設備 
 

(1)(2)の要件を 

満たしているこ

と 

（１）次に掲げる設備が共用部分に備えられていること。 

イ 居間 

ロ 食堂 

ハ 台所 

二 便所 

ホ 洗面設備 

へ 浴室又はシャワー室（バスタブを有する浴室を少なくとも 1 室設置） 

ト 洗濯室又は洗濯場 

※専用部分にいずれかの設備が備えられている場合には、当該設備を共用部

分に備えることを要しない。 

※共用部分に洗濯場を備えることが困難なときは、入居者が共同で利用する

ことができる場所に備えることをもって足りるものとする。 

（２）便所、洗面設備については、少なくとも住宅の入居者の定員を３で除して

得た数（１未満の端数があるときは、これを切り上げた数）、浴室若しくはシ

ャワー室については、住宅の入居者の定員を４で除して得た数（１未満の端数

があるときは、これを切り上げた数）が備えられていること又はこれと同等以

上の機能が確保されていること。 

構造 
 

(1)(2)の要件を全て 

満たしていること 

（１）消防法若しくは建築基準法又はこれらの法律に基づく命令若しくは条例の

規定に違反しないものであること 

（２）地震に対する安全性に係る建築基準法並びにこれらに基づく命令及び条例

の規定に適合するもの又はこれに準ずるものであること 

住宅確保 

要配慮者 

の範囲 

特定の者について不当に差別的なものでないこと、入居することができる者が著

しく少数となるものでないことその他の住宅確保要配慮者の入居を不当に制限

しないものであること 

賃貸の条件 家賃の額が、近傍同種の賃貸住宅の家賃の額と均衡を失しないものであること 

その他 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方針」、「愛

知県賃貸住宅供給促進計画」及び「名古屋市住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進

計画」に照らして適切なものであること 

欠格要件 

登録を受けようとする者及び建物の転貸借が行われる場合にあっては、所有者並

びに転貸人が、法第１１条第１項各号に該当しないこと 
 

（参考）法第１１条第１項各号 

４ページの表中「欠格要件」の（参考）を参照してください。 
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